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会
　
　
計

税
効
果
会
計
Ｑ
＆
Ａ
の
改
正
案
、

公
表
─
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｐ
Ａ

国
際
会
計

収
益
認
識
基
準
の
適
用
を
延
期
へ

─
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

税
　
　
務

平
成
27
年
度
改
正
税
法
、公
布

去
る
３
月
31
日
、
所
得
税
法
等
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律（
平
成
27
年

法
律
９
号
）な
ど
、
平
成
27
年
度
税

制
改
正
に
係
る
法
律
・
政
省
令
が
公

布
さ
れ
た
。

主
な
内
容
は
、
次
の
と
お
り
。

（注）　
以
下
で
は
、
平
成
27（
28
、
29
）年
度
と
は
平
成

27（
28
、29
）年
４
月
１
日
以
後
開
始
事
業
年
度
を

指
す
。

法
人
課
税
に
関
す
る
改
正

⑴
　
法
人
実
効
税
率
の
引
下
げ

法
人
税
率（
現
行
25
・
５
％
）が
、

平
成
27
年
度
か
ら
23
・
９
％
へ
引
き

下
げ
ら
れ
た
。
あ
わ
せ
て
法
人
事
業

税
所
得
割
の
税
率
も
引
き
下
げ
ら
れ

て
お
り
、現
行
の
標
準
税
率
７
・
２
％

が
、
平
成
27
年
度
に
６
・
０
％
、
平

成
28
年
度
に
４
・
８
％
と
な
る
。

⑵
　
欠
損
金
繰
越
控
除
の
見
直
し

大
法
人（
資
本
金
１
億
円
超
）の
繰

越
欠
損
金
の
控
除
限
度
額
に
つ
い

て
、
現
行
の「
所
得
金
額
の
80
％
」か

ら
、
平
成
27
年
度
お
よ
び
平
成
28
年

度
は
65
％
、
平
成
29
年
度
以
降
は

50
％
と
引
き
下
げ
ら
れ
た
。

一
方
、
平
成
29
年
度
に
生
じ
た
欠

損
金
か
ら
、
繰
越
期
間
が
10
年（
現

行
９
年
）に
延
長
さ
れ
た
。

⑶
　
受
取
配
当
等
益
金
不
算
入
制
度

の
見
直
し

平
成
27
年
４
月
１
日
以
後
に
受
け

る
受
取
配
当
等
に
つ
い
て
、
持
株
比

率
に
応
じ
て
、
益
金
不
算
入
割
合
が

去
る
４
月
３
日
、
日
本
公
認
会
計

士
協
会
は
、
会
計
制
度
委
員
会「
税

効
果
会
計
に
関
す
る
Ｑ
＆
Ａ
」の
改
正

に
関
す
る
公
開
草
案
を
公
表
し
た
。

改
正
事
項
は
次
の
と
お
り
。

平
成
27
年
度
税
制
改
正
へ
の
対
応

平
成
27
年
度
税
制
改
正
に
お
い

て
、
外
国
子
会
社
配
当
益
金
不
算
入

制
度
の
対
象
か
ら
、
外
国
子
会
社
に

お
い
て
損
金
算
入
さ
れ
る
配
当
が
除

外
さ
れ
た
。
こ
れ
を
受
け
、
外
国
子

会
社
配
当
益
金
不
算
入
制
度
に
関
す

る
Ｑ
12
の
見
直
し
を
行
っ
て
い
る
。

平
成
26
年
度
税
制
改
正
へ
の
対
応

平
成
26
年
度
税
制
改
正
に
お
い

て
、
復
興
特
別
法
人
税
が
１
年
前
倒

し
で
廃
止
さ
れ
た
。
こ
れ
を
受
け
、

復
興
特
別
法
人
税
に
関
す
る
Ｑ
14
を

削
除
し
て
い
る
。

＊

コ
メ
ン
ト
募
集
期
間
は
５
月
８
日

ま
で
。

新
旧
対
照
表
な
ど
は
、
日
本
公
認
会

計
士
協
会
Ｈ
Ｐ
に
て
閲
覧
可
能（http://

w
w

w
.hp.jicpa.or.jp/specialized_

field/m
ain/post_1798.htm

l

）

去
る
４
月
１
日
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
新

し
い
収
益
認
識
基
準
の
適
用
日
を
１

年
延
期
し
、
公
開
事
業
会
社
に
つ
い

て
は
２
０
１
７
年
12
月
16
日
以
降
開

始
す
る
期
中
期
間
と
年
次
期
間
か
ら

適
用
す
る
こ
と
を
決
議
し
た
。
た

だ
し
、
延
期
前
の
適
用
日
で
あ
る

２
０
１
６
年
12
月
16
日
以
降
開
始
す

る
期
中
期
間
と
年
次
期
間
か
ら
の
早

期
適
用
は
認
め
ら
れ
る
。
関
連
す
る

会
計
基
準
ア
ッ
プ
デ
ー
ト（
Ａ
Ｓ
Ｕ
）

の
公
開
草
案
は
２
０
１
５
年
第
２
四

半
期
に
公
表
さ
れ
、
コ
メ
ン
ト
期
間

は
30
日
間
の
予
定
で
あ
る
。

２
０
１
４
年
５
月
に
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

は
Ａ
Ｓ
Ｕ
２
０
１
４
―
09「
収
益
認

識（
ト
ピ
ッ
ク
606
）
―
顧
客
と
の
契

約
か
ら
生
じ
る
収
益
」を
公
表
し
、

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
こ
の
Ａ
Ｓ
Ｕ
と
内
容
が

ほ
ぼ
同
じ
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号「
顧
客
と

の
契
約
か
ら
生
じ
る
収
益
」を
同
時

に
公
表
し
て
い
る
。

Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、
新
収
益
認
識
基
準

書
の
発
行
前
か
ら
、
多
く
の
利
害
関

係
者
か
ら
新
収
益
認
識
基
準
書
の
適

用
日
の
延
期
の
要
求
を
受
け
て
い

た
。
そ
の
た
め
、
２
０
１
３
年
10
月

に
新
収
益
認
識
基
準
書
の
適
用
日
の

延
期
の
必
要
性
を
検
討
す
る
こ
と
を

決
定
し
、
２
０
１
４
年
11
月
か
ら
検

討
を
開
始
し
て
い
た
。

金
　
　
融

短
観
と
物
価
上
昇
率
が
示
す
追

加
金
融
緩
和
の
意
味

日
銀
は
４
月
１
日
、
３
月
調
査
の

全
国
企
業
短
期
経
済
観
測
調
査（
短

観
）の
結
果
を
発
表
し
た
。

大
企
業
製
造
業
の
業
況
判
断
Ｄ
Ｉ

（「
良
い
」と
答
え
た
企
業
か
ら「
悪

い
」と
答
え
た
企
業
を
差
し
引
い

た
％
ポ
イ
ン
ト
）が
、
前
回
調
査
の

昨
年
12
月
分
と
同
じ
12
で
変
化
は
な

く
、３
カ
月
後
の
先
行
き
見
通
し
は
、

10
で
や
や
悪
化
す
る
結
果
と
な
っ

た
。
中
堅
企
業
や
中
小
企
業
に
つ
い

て
も
、
先
行
き
悪
化
の
見
方
は
共
通

だ
っ
た
。
民
間
予
想
に
反
し
て
、
企

業
の
景
況
感
が
む
し
ろ
先
行
き
慎
重

な
結
果
に
な
っ
て
い
る
。

ま
た
総
務
省
が
３
月
27
日
に
公
表

し
た
２
月
の
全
国
消
費
者
物
価
指
数

の
動
向
は
、
総
合
指
数
が
前
年
同
月

比
プ
ラ
ス
２
・
２
％
、
総
合
指
数
か

ら
生
鮮
食
品
を
除
く
コ
ア
指
数
が
プ

ラ
ス
２
・
０
％
、
さ
ら
に
食
料
お
よ

び
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
除
く
コ
ア
コ
ア
指

そ
れ
ぞ
れ
次
の
と
お
り
と
さ
れ
た
。

①　
３
分
の
１
超
保
有
す
る
株
式
等　

１
０
０
分
の
１
０
０

②　
①
お
よ
び
③
の
株
式
等
以
外
の

株
式
等　
１
０
０
分
の
50

③　
１
０
０
分
の
５
以
下
保
有
す
る

株
式
等　
１
０
０
分
の
20

⑷
　
そ
の
他
税
制
措
置

そ
の
他
、
研
究
開
発
税
制
の
見
直

し
や
、所
得
拡
大
促
進
税
制
の
拡
充
、

地
方
拠
点
強
化
税
制
の
創
設
な
ど
が

行
わ
れ
て
い
る
。

国
際
課
税
に
関
す
る
改
正

外
国
子
会
社
配
当
益
金
不
算
入
制

度
の
適
用
対
象
か
ら
、
外
国
子
会
社

に
お
い
て
損
金
に
算
入
さ
れ
る
配
当

が
除
外
さ
れ
た
。
こ
の
改
正
は
、
平

成
28
年
度
に
受
け
取
る
配
当
等
の
額

か
ら
適
用
す
る
と
さ
れ
て
い
る
。
た

だ
し
、
平
成
28
年
４
月
１
日
に
保
有

す
る
株
式
に
係
る
配
当
等
に
つ
い
て

は
、
平
成
28
年
度
お
よ
び
平
成
29
年

度
に
お
い
て
は
、
従
前
ど
お
り
の
取

扱
い
と
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
他
、
外
国
子
会
社
合
算
税
制

に
お
け
る
ト
リ
ガ
ー
税
率
の
見
直
し

（
現
行「
20
％
以
下
」を「
20
％
未
満
」

に
）や
適
用
除
外
基
準
の
見
直
し
な

ど
が
行
わ
れ
て
い
る
。
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フラッシュ

最
近
、
証
券
会
社
だ
け
で
な
く
、

信
託
銀
行
も
フ
ァ
ン
ド
で
運
用
す
る

ラ
ッ
プ
口
座
の
獲
得
に
注
力
し
て
い
る
。

ラ
ッ
プ
口
座
と
は
、
正
式
に
は
Ｓ
Ｍ
Ａ

（Separately M
anaged A

ccounts

）

と
い
う
サ
ー
ビ
ス
で
、
金
融
機
関
と
投

資一任
契
約
を
結
ん
だ
口
座
を
つ
く
り
、

そ
の
口
座
内
の
資
産
を
金
融
機
関
が
運

用
す
る
サ
ー
ビ
ス
だ
。
口
座
管
理
だ
け

で
は
な
く
て
、
運
用
資
産
の
選
択
・
発

注
ま
で
行
う
包
括（w

rap

）サ
ー
ビ
ス
な

の
で
ラ
ッ
プ
と
呼
ぶ
わ
け
だ
。

も
と
も
と
、
こ
の
サ
ー
ビ
ス
は
超
富

裕
層
向
け
で
、
小
口
顧
客
向
け
で
は

な
か
っ
た
。
そ
こ
で
、運
用
資
産
を
フ
ァ

ン
ド
に
絞
り
、
運
用
戦
略
を
パ
タ
ー

ン
化
す
る
こ
と
で
、
本
物
の
ラ
ッ
プ
口

座
サ
ー
ビ
ス
と
類
似
の
サ
ー
ビ
ス“
フ
ァ

ン
ド
ラ
ッ
プ
”を
小
口
顧
客
に
も
提
供

で
き
る
よ
う
に
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、

タ
ー
ゲ
ッ
ト
顧
客
が
広
が
り
、
株
高

効
果
も
あ
っ
て
、
契
約
資
産
残
高
が

急
拡
大
し
て
い
る
。
日
本
投
資
顧
問

協
会
に
よ
れ
ば
、
２
０
１
４
年
12
月

末
時
点
で
の
残
高
は
３・１
兆
円
。
同

年
６
月
で
は
１・６
兆
円
だ
っ
た
か
ら
、

驚
く
べ
き
増
加
だ
。

こ
れ
ほ
ど
爆
発
的
に
増
え
て
い
る

と
い
う
こ
と
は
、
顧
客
か
ら
支
持
さ

れ
て
い
る
と
い
う
こ
と
に
な
る
の
だ

が
、
批
判
も
あ
る
よ
う
だ
。
コ
ス
ト

が
高
い
と
い
う
批
判
だ
。
た
だ
高
い

と
批
判
す
る
だ
け
で
は
説
得
力
が
な

い
の
で
、
コ
ス
ト
を
検
証
し
て
み
た
。

フ
ァ
ン
ド
ラ
ッ
プ
の
手
数
料
体
系
は
、

ン
ド
を
毎
年
、
全
部
入
れ
替
え
る
人

は
、
ど
れ
く
ら
い
い
る
の
だ
ろ
う
か
？

ラ
ッ
プ
口
座
の
手
数
料
に
は
、
運
用

を
一
任
し
て
い
る
こ
と
へ
の
報
酬
も
含

ま
れ
る
か
ら
、
単
に
買
付
手
数
料
と

比
較
す
る
の
は
フ
ェ
ア
で
は
な
い
。
パ

フ
ォ
ー
マ
ン
ス
へ
の
影
響
の
観
点
か
ら

考
え
て
み
る
。
た
と
え
ば
、
あ
な
た

が
安
定
運
用
を
望
む
顧
客
だ
っ
た
と

し
よ
う
。
こ
の
低
金
利
環
境
な
ら
ば
、

き
っ
と
、
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
目
標
利

回
り
は
２
～
３
％
／
年
と
いっ
た
レ
ベ

ル
だ
ろ
う
。
そ
れ
に
対
し
て
支
払
う

べ
き
手
数
料
は
、
信
託
報
酬
も
含
め

る
と
約
１
％
／
年
に
な
る
よ
う
だ
。

運
用
益（
運
用
損
も
あ
り
得
る
）と
比

較
す
る
と
、
手
数
料
は
か
な
り
高
額

に
思
え
る
。納
得
で
き
る
だ
ろ
う
か
？

ま
た
、
Ｅ
Ｔ
Ｆ
を
運
用
対
象
に
加

え
れ
ば
、
コ
ス
ト
を
低
く
抑
え
る
こ

と
が
で
き
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
あ

え
て
Ｅ
Ｔ
Ｆ
よ
り
信
託
報
酬
の
高
い

系
列
運
用
会
社
の
専
用
フ
ァ
ン
ド
を

運
用
対
象
に
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、

運
用
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
犠
牲
に
し
て
、

自
社
グ
ル
ー
プ
の
利
益
を
優
先
し
て
い

る
こ
と
に
な
る
の
で
は
な
い
か
。

ラ
ッ
プ
口
座
の
宣
伝
文
句
は「“
何

に
投
資
し
て
い
い
か
わ
か
ら
な
い
方
”、

“
資
産
運
用
に
時
間
を
と
ら
れ
た
く

な
い
方
”に
向
い
て
い
ま
す
」だ
。
決

し
て「“
よ
り
よ
い
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
に

納
得
し
た
い
方
”に
向
い
て
い
ま
す
」と

は
言
っ
て
い
な
い
…w

rap

のtrap

だ
。

（
三
田　

哉
）

投資のハナシ表裏

ラップ（wrap）
口座のトラップ
（trap）

次
の
よ
う
な
感
じ
だ
。

フ
ァ
ン
ド
売
買
時
の
手
数
料
負
担
は

な
し
だ
が
、次
の
負
担
が
必
要
。

・
ラ
ッ
プ
口
座
手
数
料
：
契
約
額
の
１

～
２
％
／
年（
運
用
一
任
報
酬
を
含

む
）

・
保
有
フ
ァ
ン
ド
の
信
託
報
酬
：
フ
ァ

ン
ド
時
価
の
０・
２
５
～
１・
５
％

／
年（
フ
ァ
ン
ド
に
よ
る
）

つ
ま
り
、
こ
の
サ
ー
ビ
ス
を
使
え
ば
、

フ
ァ
ン
ド
を
頻
繁
に
売
買
し
た
と
き

に
、
買
付
総
額
に
比
例
し
て
支
払
わ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
手
数
料
が
、
定

額
の
ラ
ッ
プ
口
座
手
数
料
負
担
で
済
む

こ
と
に
な
る
。
な
ら
ば
、
こ
う
考
え

て
み
る
。
ラ
ッ
プ
口
座
の
年
間
手
数
料

１
～
２
％
は
、
フ
ァ
ン
ド
の
買
付
け
時

に
支
払
う
手
数
料
に
近
い
水
準
だ
。

と
い
う
こ
と
は
、
年
１
回
以
上
、
フ
ァ

ン
ド
の
総
入
替
え
を
す
る
人
な
ら
ば
、

“
フ
ァ
ン
ド
の
買
付
け
に
支
払
う
手
数

料
∨
ラ
ッ
プ
口
座
手
数
料
〟と
な
り
、

ラ
ッ
プ
口
座
の
定
額
手
数
料
メ
リ
ッ
ト

を
享
受
で
き
る
。
し
か
し
、
保
有
フ
ァ

数
が
プ
ラ
ス
２
・
０
％
で
あ
っ
た
。

日
銀
が
見
込
む
昨
年
４
月
の
消
費
税

率
引
上
げ
３
％
の
影
響
分
２
％
ポ
イ

ン
ト
を
差
し
引
く
と
、
全
体
と
し
て

ほ
ぼ
ゼ
ロ
％
と
な
る
。
ま
た
前
月
比

で
は
各
々
０
・
１
～
０
・
２
％
の
下
落

で
、
先
月
ま
で
の
２
０
１
４
年
度
で

は
日
銀
の
物
価
上
昇
率
２
％
を
目
指

す
リ
フ
レ
政
策
は
ま
っ
た
く
前
進
し

な
か
っ
た
こ
と
に
な
る
。

し
か
し
一
方
で
、
日
経
平
均
株
価

が
２
万
円
を
目
指
す
展
開
と
な
っ
て

い
る
の
は
、
１
つ
に
は
息
の
長
い
金

融
相
場
が
続
い
て
い
る
こ
と
が
あ

る
。
も
う
１
つ
は
、
日
銀
や
Ｇ
Ｐ
Ｉ

Ｆ（
年
金
積
立
金
管
理
運
用
独
立
行

政
法
人
）な
ど
の
大
き
な
株
式
の
買

い
手
の
存
在
が
あ
る
。

し
た
が
っ
て
、
こ
う
し
た
株
式
相

場
の
上
昇
だ
け
に
目
を
取
ら
れ
る
と

み
え
に
く
く
な
っ
て
い
る
が
、
当
初

日
銀
が
主
張
し
た
、
将
来
の
物
価
上

昇
を
信
じ
て
企
業
と
家
計
が
行
動
し

景
気
回
復
に
つ
な
が
る
、
と
い
う
異

次
元
金
融
緩
和
策
を
正
当
化
す
る
理

論
は
破
た
ん
し
て
い
る
と
い
え
る
。

消
費
税
以
外
の
要
因
で
は
こ
の
１
年

間
物
価
は
上
昇
し
な
か
っ
た
こ
と

と
、
現
時
点
で
企
業
の
先
行
き
見
通

し
に
改
善
が
み
ら
れ
な
い
と
い
う
直

近
の
デ
ー
タ
が
そ
れ
を
裏
づ
け
て
い

る
。
統
一
地
方
選
挙
が
終
わ
れ
ば
日

銀
が
追
加
緩
和
策
を
打
ち
出
す
、
と

い
う
思
惑
が
市
場
の
一
部
に
あ
る

が
、
破
た
ん
し
た
理
論
に
基
づ
く
追

加
緩
和
は
、
市
場
の
不
安
定
さ
を
高

め
か
ね
な
い
。

証
　
　
券

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
評
価
時
期
が
到
来

３
月
期
決
算
会
社
が
圧
倒
的
に
多

い
日
本
で
は
、４
月
か
ら
は
新
年
度
、

新
決
算
期
入
り
で
あ
る
。
年
度
末
の

日
経
平
均
は
前
年
度
末
を
30
％
以
上

上
回
っ
て
年
度
を
越
え
た
。
こ
の
水

準
で
あ
れ
ば
新
年
度
の
株
価
と
景
気

に
は
期
待
が
も
て
る
。

４
月
か
ら
は
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
３
年

目
、
ち
ょ
う
ど
２
年
を
経
過
し
た
と

こ
ろ
で
あ
り
、
そ
の
真
価
を
問
わ
れ

る
時
期
と
な
る
は
ず
で
あ
る
。
ア
ベ

ノ
ミ
ク
ス
の
目
標
は
デ
フ
レ
脱
却
、

そ
の
具
体
的
な
数
値
と
し
て「
２
年

後
に
２
％
の
安
定
的
な
イ
ン
フ
レ
を

実
現
す
る
」と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。

い
わ
ゆ
る
イ
ン
フ
レ
・
タ
ー
ゲ
ッ
ト

で
あ
る
。

し
か
し
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
は
２
％

の
イ
ン
フ
レ
目
標
を
達
成
で
き
そ
う

に
な
い
。
と
こ
ろ
が
、
野
党
を
筆
頭

に
政
権
の
責
任
を
問
お
う
と
す
る
動

き
は
乏
し
い
。
せ
い
ぜ
い
ア
ベ
ノ
ミ

ク
ス
の
恩
恵
は
国
民
全
体
に
及
ん
で

お
ら
ず
、
格
差
拡
大
を
さ
ら
に
進
め

た
だ
け
、
と
い
っ
た
不
満
を
も
ら
す

程
度
で
あ
る
。
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フラッシュ

この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2015年
3月24日 ワークプランの更新 IASB

保険契約の再審議が2015年１Ｑから２Ｑへ延長、料金規制事業の
ボードの議論が2015年２Ｑに予定、など。
http://www.ifrs.org/Current-Projects/IASB-Projects/Pages/
IASB-Work-Plan.aspx

―

2015年
3月26日

改正実務対応報告第18号
「連結財務諸表作成における在外子会
社の会計処理に関する当面の取扱い」

ASBJ

2014年1月に改正された米国におけるのれんに関する会計基準へ
の対応、2013年9月に改正された連結会計基準への対応および退
職給付会計における数理計算上の差異の費用処理の明確化を行う
もの。
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/docs/zaigai2015/

―

2015年
3月26日

改正企業会計基準適用指針第25号
「退職給付に関する会計基準の適用指
針」

ASBJ

厚生労働省通知により、厚生年金基金および確定給付企業年金にお
ける財務諸表の表示方法の変更が行われたことに伴い、必要と考え
られる改正を行うもの。
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/docs/taikyu2015/

―

2015年
3月26日

改正企業会計基準第1号
「自己株式及び準備金の額の減少等に
関する会計基準」等

ASBJ
単体開示の簡素化に伴い、所要の見直しが行われたもの。
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/docs/
kansoka2015/

―

2015年
3月26日

「企業結合に関する会計基準」等の改正
に伴う有価証券上場規程施行規則等の
一部改正について

東京証券
取引所

企業結合会計基準等の改正を踏まえた連結財規の改正に伴い、有価
証券上場規程施行規則、特定上場有価証券に関する有価証券上場規
程の特例の施行規則等について、所要の見直しを行うもの。
http://www.jpx.co.jp/rules-participants/rules/revise/
nlsgeu000000tkz0-att/nlsgeu000000tl0c.pdf

―

2015年
3月30日

金融庁告示第26号
連結財務諸表の用語、様式及び作成方
法に関する規則に規定する金融庁長官
が定める企業会計の基準を指定する件
の一部を改正する件

金融庁 2014年7月1日から12月31日までに公表されたIFRS（9号「金融商
品」、10号「連結財務諸表」等）を指定国際会計基準とするもの。 ―

2015年
3月31日 民法の一部を改正する法律案 法務省

消滅時効制度全般、法定利率、債権譲渡、定款約款等の改正を行うも
の。
http://www.moj.go.jp/content/001142181.pdf

―

2015年
3月31日

有価証券報告書レビューの実施につい
て（平成27年3月期以降） 金融庁

今回は、「法令改正関係審査」を実施せず、「重点テーマ審査」として
退職給付、セグメント情報を設定している。
http://www.fsa.go.jp/news/26/sonota/20150331-5.html

―

2015年
3月31日

有価証券報告書の作成・提出に際して
の留意すべき事項について（平成27年
3月期版）

金融庁
2015年3月期以降の有価証券報告書の作成にあたって留意すべき、
新たに適用となる開示制度・会計基準等をまとめたもの。
http://www.fsa.go.jp/news/26/sonota/20150331-6.html

―

一
方
、
安
倍
政
権
に
は
２
％
の
イ

ン
フ
レ
目
標
を
達
成
で
き
な
か
っ
た

こ
と
に
対
す
る
言
い
分
は
十
分
あ

る
。
何
よ
り
消
費
税
率
引
上
げ
が
イ

ン
フ
レ
期
待
を
歪
め
、
消
費
者
マ
イ

ン
ド
を
低
下
さ
せ
た
。
し
か
し
、
消

費
税
率
引
上
げ
は
民
主
党
政
権
時
代

に
決
め
ら
れ
た
こ
と
で
自
分
に
は
関

わ
り
の
な
い
こ
と
で
あ
る
。
だ
か
ら

２
度
目
の
消
費
税
率
引
上
げ
は
延
期

し
た
。
ま
た
、
原
油
価
格
の
大
幅
下

落
と
い
う
想
定
外
の
事
態
が
起
き
た

こ
と
も
政
権
の
責
任
で
は
な
い
。

こ
の
よ
う
な
展
開
に
な
っ
て
い
る

背
景
に
は
、
要
す
る
に
株
高
が
実
現

し
、
経
済
界
、
さ
ら
に
社
会
の
雰
囲

気
が
変
わ
っ
て
し
ま
っ
た
こ
と
が
あ

る
。
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
は
２
％
の
物
価

目
標
を
達
成
で
き
な
か
っ
た
が
、
期

待
以
上
の
円
安
を
実
現
し
、
企
業
収

益
を
好
転
さ
せ
た
。
そ
の
結
果
、
株

価
は
大
き
く
上
昇
、
資
産
効
果
で
企

業
マ
イ
ン
ド
も
好
転
し
た
。
株
高
の

影
響
の
大
き
さ
を
実
感
さ
せ
ら
れ

る
。安

倍
首
相
は
好
運
の
持
ち
主
と
い

え
る
。
し
か
し
、
昨
年
末
の
総
選
挙

で
勝
利
し
て
か
ら
、
経
済
よ
り
も
政

治
課
題
と
取
り
組
も
う
す
る
姿
勢
を

強
め
て
い
る
よ
う
に
み
え
る
。
ア
ベ

ノ
ミ
ク
ス
の
最
後
の
課
題
、
成
長
戦

略
は
ま
だ
道
半
ば
で
あ
る
。
安
倍
首

相
に
は
ま
だ
ま
だ
経
済
優
先
で
臨
ん

で
ほ
し
い
も
の
だ
。


